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出典: HapoAHoe XOBnﾟCTBO CCCP B 1983, CTp. 398. 

















1940/41 1960/61 1970/71 975/76 1980/81 1981/82 
817 739 805 856 883 891 
812 2396 4581 4584 5235 5284 
558 1156 2241 2628 2978 3011 
27 245 658 644 649 648 
227 995 1682 1582 1608 1625 
3773 3328 4223 4302 4383 4393 
975 2060 4388 4525 4612 4557 
787 1091 2558 2817 2894 2868 
32 370 648 516 504 478 


































(2) CM.，耳. qYUPYHOB, Cnen;IB.JIICTLI cpeAHero 8BeHB, atωHOMIIRB， 1984, cTp.5-7. 
(3) 活動領域を基準とした分類については， 8ROHOMIIRB TpYAB, IOA P明. A. KYAPßBn;eBB, CTp. 405 を参照
のこと。










中等専門教育は，テフニクム，短大 (yqHJIH~a) ，学校(皿KOJIa) およびその他の中等専門教育施
設で、お乙なわれてい式そして，そこでは専門家の養成が昼間制(生産を離れて)と夜間制お
よび通信制(生産を離れずに)の 3 つの形態のもとでおこなわれている。入学資格者は 8 学年
中等教育あるいは完全中等教育を終了したソビエ卜市民であり，昼間制では30才までに年令が
制限されているが，夜間制および通信制には年令制限がもうけられていない。教育期間は，昼
間制教育施設では， 8 学年終了者が 3-4 年間であり，完全中等教育終了者は 1- 2.5 年間で
ある。また，夜間制および通信制ではそれぞれの教育期間が 1 ヵ年延長されている。最近では，
完全中等教育を終了して専門教育をうける若者が増加してきている。
表 16 普通教育学校の 8 学年および10学年終了者の
中等専門教育施設への入学状況
(1000人)
1960年 1970年 1975年 1980年
全体 769.3 1338.4 1403.9 1457.0 
内訳
8学年終了者 431. 0 796.6 672.6 520.2 
(割合) (56.0) (59.5) (47.9) (35.7) 
10学年終了者 338.3 541. 8 731. 3) 936.8 
(割合) (44.0) (40.5) (52.1) (64.3) 
(4) rソビエト労働法によれば，若年専門家とは高等教育施設や中等専門教育施設を終了し，個人別配分委員
会によって，習得した専門と技能資格に一致した仕事に派遣される人々である。J (TpYAQBOe npaBO, CTp. 
231. )生産を離れずに学んだ人々は本人の希望に応じて配分される。
(5) CBO且 aaKOHOB CCCP, T. 3, CTp. 369. 
(6) CM.，耳. qynPYHoB, YKaa. ∞'1.， CTp. 29 
純1960年 1970年 1975年 1980年
全日制
全体 415.0 837.0 896.1 946.2 
内訳
8学年終了者 220.2 580.0 543.4 469.8 
(割合) (53.1) (69.3) (60.6) (49. 7) 
10学年終了者 194.8 257.0 352. 7 476.4 
(割合) (46.9) (30. 7) (39.4) (50.3) 
夜間・通信制
全体 354.3 501. 4 507.8 510.8 
内訳
8学年終了者 210.8 216.6 129.2 50.4 
(割合) (59.5) (43. 2) (25.4) ( 9.9) 
10学年終了者 143.5 284.8 378.6 460.4 
(割合) (40.5) (56.8) (74.6) (90.1) 
坂宮62 
出典: ,,D;. qynpyHoB, Cne~ßaJUlcThI叩e瓦Hero 8BeHa, 

































出典: 耳. qynpyHoB, Y 1(a8. 'CO司円 CTp.30.
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そして，中等専門教育は21 の専門グループ(職種クVレープ)ごとにお乙なわれてLi弘す
なわち， (1排出質学および有用鉱物探査， (2清用鉱物採堀， (3)動力工学， (4)治金学， (5機械器具
製作， (6)電気機械器具製作， (7無線・通信， (8陥学工学， (9)林学，木材工学，紙，パルプ，
(10)食品工学， (11注活必需品工学， (12耀設， (13:測地学・製図学， (14).水理気象学，日5).農業， (16~軍輸，









1941年 1960年 1972年 1980年
中等教育をうけた専門家 1492.2 5238.5 9988.1 16538.4 
教育施設で習得した専門
ごとの人数
技 手 324.2 1955.8 4333.1 7730.7 
農業技師，畜産技師，獣 88. 7 356.3 597.0 938.8 医助手
生産計画担当者，統計技師 30.9 337.5 950.5 1984.7 
商品専門家 5.3 106.7 396.3 832.6 
ジ 二工 ス ト 6.2 17.2 21.1 40.9 
教師，司書，文化啓蒙担 536.4 1061. 9 1458.9 1823.9 当者
出典: Hapol;Hoe X08ﾘUCTBO CCCP B 1983, CTp. 399 より。
(7) r現在，中等教育をうけた専門家の職種組成は，我国全体で，専門職の21職種ク'ループを含んでいる4
(T8M 凧仰.23)
(8) T8M lKe, cTp. 23-24. 
(9) CM., 8KOHOMBK8 TPYA8, IOA peA. A. KYAPJlB~eB8， CTp. 405. 


























教 育 398.6 
芸術・映画 10.3 
(1) CBOA 姐即日OB CCCP, T.8. e-rp. 395. 




873.1 1825. 7 
146. 7 251. 7 
246.5 423.9 
161. 9 341.4 
188.9 321. 0 
759.6 1315. 7 
19.4 41. 2 
(13) 川野辺敏著『ソビエト教育制度概説J)，新読書社， 1976年， 11ページ。




5235.2 5301. 3 
2088.2 2094.9 
300.5 300.8 
533.8 551. 5 
377.0 385.0 
378. 7 390.8 
1509.0 1528.5 
48.0 49.8 
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表20 専門グループ別
高等教育施設生徒数(年度初め， 1000人)
1960/61 1970/71 1975/76 1980/81 1983/84 
総数 2396. 1 4580.6 4854.0 5Z35.2 5301. 3 
専門ク'ループ内訳
地質学，有用鉱物探査 21. 3 3 39.3 38.2 38.8 39.2 
有用鉱物採掘 30.2 57.0 56.0 57.7 61.1 
動 力 工 学 74.7 100.8 116.5 122.3 120.0 
治 金 学 31. 5 55.5 56.2 59.2 60.5 
機械器具製作 302.8 657.9 574.0 605.6 595. 7 
霊~~手二害予埜季 91. 5 309.4 329.2 359. 1 366.5 
無線通信工学 78.3 154.1 149.1 158.6 161. 5 
イ乙 学 工 学 56.3 120.2 98.4 95.4 94.1 
林パ学ル，プ木材工学， 紙 22.9 31.0 33.9 ー 36.8 35.8 
食 品 工 学 31. 3 72.2 75.9 85.1 88.8 
生活必需品工学 28.8 54.2 59.4 65.6 69.6 
建 設 146.7 297.3 377.1 430.2 424.9 
測地学，製図学 5.9 8.7 10.6 12.8 12.5 
水理気象学 5.2 8.4 8.0 8.3 8.1 
農 学 236.3 371. 9 401. 4 456.2 466.4 
運 輸 学 65.6 133. 1 147.9 173.7 181. 8 
経 済 学 217.7 538.6 597.7 638. 1 656.0 
法 学 40.3 77.0 93.2 101. 6 103.2 
保健 . 体育 189.2 329.8 351. 5 377.2 393.4 
大 学 専 門 186.9 344.5 368. 1 386.4 376.6 
師範学校，文化大学 512.8 880.6 871.1 923.5 938.6 
でz世:s; 術 学 19.9 39. 1 40.6 43.0 44.0 










クVレープ内の専門の数は 4 つ(測地・製図)から38 (機械・器具製作)までと多様であるが，







1940年 1960年 1970年 1975年 1980年 1983年
高等教育施設の卒業生 126. 1 343.3 630.8 713.4 817.3 849.5 
内 訳
工業・建設 24.2 95.2 214.2 260.0 303.0 312.0 
輸送・通信 5.9 16.1 28.2 33.3 40.6 42.0 
農 業 10.3 34. 7 68. 7 62.6 75.3 81. 6 
経済・法律 5. 7 25.0 50.9 60.5 66.3 69.6 
保健・体育・スポーツ 17.4 30. 7 42.9 53.9 60.4 62.6 
教 三月t三 61. 6 139.1 219.2 235.3 263.3 272. 7 
芸術・映画 1.0 2.5 6. 7 7.8 8.4 9.0 
中等専門教育施設の卒業生 236.8 484.5 1033.3 1157.0 1274. 7 1265.6 
内訳
工業・建設 21. 7 189.9 418.2 451. 0 472. 1 456.6 
輸送・通信 8.3 36.6 92.0 104.4 99.8 
農 業 21. 5 80.2 144.4 178.0 209.5 200.2 
経済・法律 7.2 56.5 132.8 158.5 187.4 191. 9 
保健・体育・スポーツ 90.4 64.2 135.6 137.1 151. 8 155.8 
教 育 85. 7 48.9 105.3 114.2 122.4 134.6 
芸術・映画 2.0 7.2 18.1 26.2 27.1 26. 7 
出典: Hapo瓦Hoe X03ﾟ HCTBO CCCP B 1983, CTp. 504. 
(15) CBO耳 a8KOHOB CCCP , T・ a， CTp. 396. 
(16) í専門家は， 28の専門に関して，総合大学教育をうけている qj (3KOHOMHK8 TpYA8, Ilo耳 P明. A. 
l\y耳pßB~eB8， CTp. 405. 















現在では，党25回大会の決定をうけて， 1978年 1 月 27 日にソ連邦閣僚会議によって〈専門家の
養成計画の改善と高等教育施設と中等専門教育施設の卒業生の国民経済で、の利用改善について〉









を基礎として，専門(専門グループ)ごとに，作成されたものであり， 1 ~ 3 カ年計画や 5 カ
年計画(高等教育をうけた専門家)と 1 カ年計画(中等専門教育をうけた専門家)がある。
若年専門家の就職(配分)は，その計画を基礎として，つぎのように具体化されと
(18) CM. , p;. tIynpyHoB, YK8B. COq.; CTp. 109. 
(19) C60pHHK HOpM8THBHbIX 8KTOB 0 Tpy且e，可8CTh 1, CTp. 218. 
(20) p;. tIynpyHoB, YK8B. COq. , CTp. 109. 
(21) 以下は「…・…・配分…規定」を筆者の理解に従って解説したものである。 CM. ， CBO且 B8KOHOB CCCP, 




























































omeHHe MOJIOAOMY Crren;H8JIHCTY 0 H8rrp8BJIeHHH H8 p86oTy) がおこなわれる(この決定は多数
決による)。この時に，仕事場所(企業の名称) ，職務，賃金，住宅条件等々が，知らされる。
卒業後 5 日以内に，若年寺門家は，卒業証書とともに，派遣証明書 (YAOCTOBepeHHe 0 H8rrp-





























BY3卒業生の個人別配分 1 .9 
CCY3卒業生の個人別配分 3.0 
移 動 3.8 
倒 「社会主義企業は，その企業が労働者や工業生産人員のその他の働き手を自立的に募集する乙とができる
以上，補充人員への欲求を主として地方住民によって充足させている~ (1I.lIeTp凹eHRO 1 APY., YR8B. 
ω'1.， CTp. 246.) 
附 T8M lKe. 
(24) OCHOBLI 3ROHO阻RII TPYA8, cTp.34. 
(25) T8M lKe. 













出典: A. I\OTJUlP , CllCTeMa TpyJl;OyCTpollcTBa B 






















閉店BUlKeHue pa60qux Ra，且pOB， CTp. 240. また，ぺトロチエンコによれば，この形態の「積極的側面は，仕事に
就く労働者の大多数がすでに職種や専門を有している乙とである。(従って，彼らは極めて短期間の再
訓練を必要とするにすぎない。) J (I. IIeTpoqeHRo, Y Raa. ∞司・， CTp. 246.) 
。8) CM. , 3. CapyxaHoB, YRaa. Co司.， CTp. 79-81. 
間 CO~・ TPYA， 1979, No.4 , cTp.86. 
(30) E. BOUqeHRO, YRaa. ∞'1.， CTp. 31. 
(31) TaM lKe. 































(3) CM. , A. ROTJlJlp. ClICTeMa Tpy耳OCyTpollcTBa B CCCP , CTp. 54; 瓦BlIlKeH lI e pa6o'leﾟ  ClIJlLl B KpyIIHOM ropoAe, 
CTp. 193 -194. 
(34) 耳BlIlKeH lI e pa60司eß ClIJlLl B KpyIIHOM ropoAe, CTp. 193-194. 
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表23 様々な組織形態を媒介とした労働力配分過程の若干の比較特徴づけ⑨
所与の組織形態 所与の組織形態 当該組織形態lζを媒介して配分 を媒介して配分 よって配分され仕事lζ就くまで された人々に占 された人々に占 た人々に占める組織形態 ランク める，所与の企 ランク める，所与の企 ランク 見習工として採 ランクの失職期間，日 業の仕事l乙自己 業への就職にあ 用された労働者の将来を結びつ たって職種を変 の割合側けている人々附 えた人々(%)
移 動 1 1 . 3 3 56 .8 l 36 .3 5 1 . 7 2 
IITY , TYの配分 1 1 41 .8 4 10 .8 1 1 . 9 3 
若年専門家の配分 l l 30 .2 7 1 5 . 1 2 1 .6 l 
若年者の就職あ 29 . 1 5 45 .0 3 31 .3 4 27 .9 7 っせん
企業の自主採用 26 .9 4 56 .5 2 5 2 . 1 7 1 2 . 1 6 
社会的アピール 37 .3 6 32 .9 6 47 .8 6 11 .4 5 
組織的募集 70 .2 7 37 .5 5 2 1 . 9 3 3 .6 4 
出典: A. KOT四p， CHCTeMa ⑤これは1976年，オリヨール市の26の工業
企業を対象に実施された。 Tpy瓦OyCTpOßCTBa B CCCP, CTp. 59. 
労働力配分組織形態 平均ランク
日TYやTY修了者の配分移動 2 .25 
移 動 2 .75 
若年寺門家の個人的配分 2 .75 
若年者の就職あっせん 4 .75 
組織的募集 4 .75 
企業の自主採用 4 .75 


































(35) A. KOTJlØp, Pa60哩aø CHJla B CCCP, CTp. 133. 
附 OCHOBY 8KOHOMH悶 TpYAa， CTp. 35. 
。カ A. KOTJlØp, CHCTeMa TPYAOYCTpOHCTBa B CCCp, CTp. 56. 
(38) CM., TaM æe, CTp. 54; OCHOBY '9KOHOMHKH TPY耳a， CTp. 34. 





ßrOAKHHa, Bo四POH樋OACTBa pa60鴨量 CH四時Eω~Ha呂田Me， MY侃1>， 1979, CTp. 143.) 



















関 (opraH rro TPYAY) の管轄下にある組織的な就職あっせん業務，社会保障機関によって組織
付1) OCHOBhI 3KOHOMHKH TpYAa, CTp. 34~35. 
付8 採用全体に占める企業の自主採用の比重と要員の流動性水準
企業グループ 流動性係数 自主採用の グループの比重 企業数
I 20.5まで 80.9 14 
E 20. 5~30. 5 86. 7 8 
阻 30.5以上 99.9 4 
出典: A. KOTJlHp, CHCTeMa TpYAOYCTpOHCTBa B cccp, CTp. 55. 
附 A. KOTJlHp, CHcTeMa TPYAOYCTpoHcTBa B CCCp, CTp. 54. 
同 「企業の自主採用の支配的役割は，国民経済の労働力再配分において流動性水準が余りにも高いことに，
主として，条件づけられている qj (TaM lKe, CTp. 54.) 
山) ，.企業の範開を越えて遊離した働き手の再配分は，大多数の場合，自然発生的に生じている oJ (B. TpHT-
OpbHH, OpraHHBOBaHHoe rrpHB耳目eHHe K明pOB Ha rrpoH8Bo耳CTBO ， Co~. Tpya, 1983 , No.8 , CTp. 67.) 









組織的募集 99.6 98.0 
農業移住 93.3 87. 1 
若年者の就職あっせん 83.3 53.1 
IITY卒業生の配分 123.6 140.6 
BY3卒業生の配分 127.8 149.0 
CCY3卒業生の配分 126.5 136.3 
移 動 84.2 79.2 
企業の自主採用 91. 2 86.2 
(その内 ) 就職あっせん業務 191. 3 245.9 
出典: A. KOTJIJIP, CHCTeMa TpYAOYCTpOHCTBa 







性7) 年金者も労働力不足の今日益々重要な補充源泉として注目されてきている。例えば， A. UI8p8n8HoBcKßß, 
A. 瓦L1CKUß ， 06 吟やÐKTUBHOCTß TpYA8 nﾐHcﾟ oHﾐpoB H8 npOMLlilJlﾐHHLlX npÐAnpußTßßX, Co~. TPY且， 1974, 
No札 CTp. 133-5 参照。
附 「企業の自主採用は乙れからもかなりの聞にわたって(労働能力ある住民の可動性の今日の水準が維持さ
れている間は)労働力配分の最も重要な(aH8'1ßTÐJlbH Llß) 形態である，と仮定できる J (A. KOTJlßp, Cﾟ CTﾐM8 
TPY耳OYCTpOßCTB8 B CCCP , CTp. 53. 
附 T8M lKÐ, CTp. 56. 
側 「就職ビュローを通した住民の就職あっせんは，企業自身による労働力募集のメカニズムを補完し，その
計画性の程度の向上を保障する，組織形態であるJ (A. KOTJlßp, CO~U8J1ßCTU'IÐCKOÐ p8cnpﾐAﾐJlﾐHﾟ ﾐ p86o'lﾐﾟ  




















織された。これは，ロシア共和国では， 9 都市(アルハンゲリスク，ウラジミール， トウーラ，
ウーファ，クラスノダール，スターヴォポリ，クィビシェフ， トムスク，チェルカースク)に
創設された。そしてその後急速に拡大し， 1975年 3 月までに，ロシア共和国では， 114都市に
附年現在では凶都市lJ)従って実際は，町人以上のすべての都市附いてこれが現在
で、は機能している?この機関が市住民就職あっせん』情報ピュロー (rO阿CKoe 6ropo no TpYAO-
(51) a. CapyxaHoB, YKaB.ω哩.， CTp. 96. 
(52) OCHOBhI l3KOHOMHKII TpYAa, CTp. 33. 
(53) ただし， 1917年から 1930年にかけて「職業紹介所J (6HplKH TPYAa) が存在していたことを考えると， 「復
活」として位置づける乙とも可能である。
(54) CM. , Tpy且OBoe npaBO, CTp. 97. 
(5) a. CapyxaHoB, YKaa. CO'l., CTp. 94. 


























機能するに至った。 (E. MarBHItKa?H APY句 YKaa. ∞q.， CTp. 108.) 1985年のある著作では，全国の 800以上の
都市と区で乙のピュローが機能している，と云われている。(COItHIIJIH醐 H TPYA・ CTp. 2.) 
(58) r住民就職あっせん情報ピュローは独立採算制を基礎として組織され機能している。J (E. BOHqeBKO, YKaa. 
∞司.， CTp. 77.) 
側 OCBOBLI 8KOBO阻KH TpYAa, CTp. 34. r料金」は個々の連邦共和国の価格国家委員によって独自に決められて
いる。例えば，実際に採用された労働者一人に対して，企業は，ロシア共和国では 2.9ルーブル，ウクライ
ナ共和国では 3.6ループ'ル，エストニア共和国では 3.5ルーフ"ル，白ロシア共和国では 5.4ループ‘ル，リト
ピア共和国では 7.8ルーブル等々を支払う計算になっている。 (CM. ， H. Ma伺OBa， C.ny頑a TpYAOYCTpoHcTBa: 
TeBAeBD;H?pa畑町田 H nYTHωBepmeBCTBOBaBHø ， COIt・ TPY耳， 198, No.7 , CTp. 68.) 
(60) :3. CapyuBoB, YKaa.ω可.， CTp. 95. 
(61) CM., TaM me. 


























(62) CM. , TaM Me, CTp. 96~104. 
(63) ，都市(地区)のすべての企業は，当年度の11月に，就職あっせんピュローと，次年度に一定の職種と技
能資格を有した労働者を確保することおよび労働資源への需要を特殊な広告台や出版物そしてラジオを通し
て知らしめる乙とについて，契約する。 J (E. BOH'IeHKO, YKaa.ω司.， CTp. 77.) 
(64) 'l 、かなる場合でも，働き手との契約は直接企業によってお乙なわれる。すいせん状は労働法関係発生の
前提にすぎなし刈 (E. MarHH~KaH H 耳py. ， YKaa.ω'1.， CTp. 111.) 
制) ビュローによる「就職あっせんの特殊件ーは，すいせん状が市民にとって義務的なものではないという点に























1969年 1970年 1971年 1972年 1973年 1974年
就職あっせんのために 128.1 586.6 977.0 1126.4 1187.8 1183.2 ピュローを訪れた人々
上述の人々のなかで派 95.2 461. 3 793.3 961. 3 1023.2 1123.3 遣された人々
実際に就職した人々 47.5 251. 4 479.0 654.8 672.9 761. 3 
出典: COD;・ Tpy~， 1975 , No.3 , CTp. 111. 
附 「ピュローを通した就職あっせんは今日企業への組織的な要員補充の最も大衆的な形態となったd (:3. C-
8pyX8HOB, YK8S. ∞'1.， CTp. 105.) 
お7) E. M8rHﾟD;K8n ß 耳py. ， YK8S.ω司.， CTp. 108. 
側 ただし，労働者が大多数を占めており， 1977年には，国全体で，労働者が87.5%，そして技術労働者と職員







































側 COI~. TpYA. 1981 , No.7 , CTp. 66. 就職ビュローの成果およびその改善万向については， a. CapyxaHoB, YKｭ
aa. ∞'1.， CTp. 104~117 を参照せよ。
(70) CM. , Co~・ Tpy且， 1975 , No.3 , CTp. 110. 
(71) CM.，瓦BlIlfIeHlle pa60司eß CIJIbI B KpynHoM ropo，且e ， CTp. 119. 
82 宮坂純一


























100. 。 100. 。 士17.0
8. 7 22.5 +13.8 
3.8 5.6 + 1.8 
3.2 3.3 + 0.1 
5.1 6.4 + 1.3 
20.8 37.8 +17.0 
79.2 62.2 -17.0 
出典: H. MacnoBa, MoxaHH8M' nepepacnpe瓦eneHHß pa60鴨盤 cHnLl










間 OCHOBLI 8ROHO踊RH TpYA8. CTp. 35. 






















(74) A. l(oT.JIJlp. CUCTeMa TPYAOYCTpoUCTBa B CCCP. CTp. 57. 
問就職ピュローの型の組織的補完によって，「企業の自主採用のもとでも，国民経済l乙有益な労働力の流れ
( TPYAonoToKu) が合目的的に形成されている qj (TaM 詁.) 
同「現在，就職あっせんの仲介組織網は，所属の多様性と調整の弱さに特徴づけられている qj (TaM 詁. CTp. 58.) 
間 「労働力再配置 (nepeMe~eaue) の計画性水準の向上は，一面では，企業の自主採用の比重の低下によって
……保障され……，他面では，ピュローを通して就職あっせんされる人々の割合の増大も計画性原理の強化
を促進する qj (瓜回線eaue pa60鴨Il CU.JILI B KpynaoM ropOAe. CTp. 2fO-2H.) 
間 「…・・・労働契約の締結で記録される就職あっせんという事実…・・・j (A. l(OT.JIJlp. CucTeMa TPYAOYCTpOUCTBa 
B CCCP. CTp・ 5 1.)
問 「我国の労働者と職員は…・・自由意思で締結された労働契約にもとづいて……企業で働いている qj (COB -
eTCKoe TpYAoBoe npa?. CTp. 90.) 




























信1) A. CTaB~eBa H 耳py. ， TpYAOBO直耳目OBOp， IOpH耳目eCKall JIHTepaTypa, 1983, CTp. 159. 
(82) TpYAoBoe rrpaBO, CTp. 452. 
側 『ソヴェト労働法(上) ~ (山之内一郎訳) ，厳松堂，昭29年， 186 ページ。
制 〈…内部労働秩序標準規則> 5 条では，「ソ連邦では，社会の利害を考慮l乙入れた仕事と職種の自由な選択
が保障されている。」と明記されている。 (3aKOHO耳aTeJIhHhle aKThI 0 TpYAe , CTp. 373.) 
ソ連邦就職斡旋制度 (n) 85 
している。これは，ァー・パシコフ (A. IIam皿IIKOB



























防) Tpy耳 E ∞耳HaJIhHOe paaBHTHeωR・ o6m;eCTBa， JIrV, 1983, CTp. 194. 
(86) TaM lKe. 
(87) E. MarHH~KaJl H 且py. ， VKaa. ∞司.， CTp. 35. 










イー・シーシコヴア (H. lliUillKOBa) は「社会主義社会には労働の場所の選択の自由がない」
あるいは，また逆に「社会主義ではかなり自由な労働市場が存在している」との西側のソビ
エト研究家 (sovietlog) の主張わぎのように反論していよ!彼女によれば，ブルジョア科














ものとして以前として隷属的であり，他人の本質として労働者に対立する qj (M. 瓦OJlHmHHß ， φOpMHpoø8HHe
H HcrrOJlLωø8HHe TPYAOBYX pecyp∞B， H8YKOB8 耳yMK8， 1978, CTp. 206-207.) 
側 中村賢二郎氏の研究によれば，ソ連邦憲法第40条労働の権利規定の後段の「・…・・職業指導ならびに就職あ




。1) H. 皿E皿KOB8， Bypmy8aHLIe KOHD;errD;HH 8KOHO間鴨CKOß CBo6o店LI JlHqHOCTH rrpH ∞D;Ha耳目aMe， BorrpocLI 8KOHOｭ




























(叫 「社会主義のもとの労働の社会的形態を特徴づける最も重要な特徴の 1 つは，それが搾取から解放された
真に自由な労働であるという乙とである。乙の，社会主義の条件下における，労働の社会的形態の特殊的な
特色が，同時に，その他の特色にも本質的な影響を与えている J (06~ecTBeHH8ßφOpM8 TPYA8 npH ∞D;H8J1 H -
BMe, CTp. 57.) 

